
（京都市が行う事務）

届出しようとする20日前までに、公衆の
見やすい場所に届出住宅の所在地等、事
業計画の掲示を行う。

近隣住民への説明を行う。自治会等から
求めがあれば、説明会の開催に努める。

届出書の預り

京都市の関係部局との事前相談
・住宅宿泊事業法の届出全般
・認定京町家事業
・用途地域の確認
（市街化調整区域等）
・消防法令適合通知書など

【受理】届出番号の通知・住宅宿泊事業法第13条に規定する標識の発行

上記標識の掲示・事業の開始

適正な管理・運営
①面接等による本人確認及び人数確認の実施
②宿泊者名簿の備付け及び記載
③周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関し必要な事項の説明及びその旨を記載した書面の備付け
④定期的な清掃及び換気の実施
⑤適切なごみの処理 など
⑥苦情、問合せ等への対応

定期報告（毎年2月、4月、6月、8月、10月、12月の15日までにそれぞれの月の前2月の状況を報告）
・届出住宅に人を宿泊させた日数
・宿泊者数、延べ宿泊者数、国籍別の宿泊者数の内訳
・苦情の件数、苦情を受けた日時、苦情の内容、苦情への対応の状況

建物の登記事項証明等、必要
書類を収集し、添付

・届出書の記載事項及び添付書類
の不備の有無の確認

届出手続フロー図

廃棄物収集運搬許可業者
との事前打合せ※

※ 許可業者に収集･運搬を
委託する場合

医療衛生センターへの事前相談や届出対象住宅事前確認フロー図等で住宅宿泊事業の実施が可能であ
ることを確認。

・現地調査、面接の実施

（京都市が行う事務）

届出書の修正

届出書の確定
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【住宅宿泊管理事業者への委託が必要な場合】
・住宅宿泊管理事業者の選定
・現地対応管理者の選任


